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概要資料
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１．事業概要

○ 令和４年１２月に策定された国家防衛戦略及び防衛力整備計画においては、我が国自身の防衛体制の強化、
継戦能力を確保するための持続性・強靭性の強化の取り組みの一環として、防衛装備品の可動数向上が規定さ
れている。

○ 艦艇に搭載されている推進用及び発電用原動機（以下「主機等」という。）は、艦艇の航行に直接的に関わ
る最も重要な装備品の一つであり、信頼性を確保するため、規定の運転時間に達した時点で開放検査及び部品
交換等（以下「オーバーホール」という。）を実施する必要がある。

○ これらの主機等のオーバーホールの実施には、約４～１０か月の期間を要し、その間、艦艇が非可動状態に
なるため、当該主機等のオーバーホールに当たっては、予めオーバーホールを実施した主機等（以下「予備
機」という。）と交換する方式を採用している。

○ 本事業は、規定の運転時間に達し艦艇から陸揚げした主機等について、製造会社等と役務契約を締結し、
オーバーホールを実施の上、予備機として確保するものである。

【主な活動内容】（イメージ）

主機等オーバーホール
【令和７年度予算額】（歳出ベース）11,092,281 千円 （契約ベース）12,527,078 千円
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２．論点

① 現行の主機等のオーバーホール間隔を、安全性を確保しつつ、経費削減の観点から更に延伸できる余地はな
いのか。

② 主機等のオーバーホールでは、一部部品を海外製造元から輸入して使用しているが、海外製造工場の閉鎖等
により、部品供給が遅延又はストップするリスク及び価格高騰が進行するリスクを局限できないか。

③ 主機等の維持整備は、整備計画の立案、オーバーホール、定期的な艦内整備、部品の所要数算定及び調達、
不具合対策検討等多岐にわたる上、各艦・各項目ごと個別に契約しており、業務量が非常に膨大かつ煩雑であ
るため、行政コストや業務量の低減ができないか。
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３．ロジックモデル

現状・課題

主機等のオーバーホールを実施するには、相当の期間を要するため、予めオーバー
ホールを実施済みの予備機を準備し必要な艦艇に搭載している。

艦艇の可動率を維持・向上させるためには、規定の累計運転時間に達した主機等の
オーバーホールを実施した際に速やかに交換できるよう、常に予備機を確保しておく
必要がある。他方、予算を効率的に使用するため、主機等ごとに運転データを収集し、
オーバーホール間隔の延伸について継続的に検討し、経費削減にも努める必要がある。

インパクト
（事業の目的）

主機等は、艦艇の航行や活動に直接的に関わる最も重要な装備品の一つであり、主機等
ごとの高い信頼性が要求されることから、信頼性を保証できる累計運転時間を定めており、
累計運転時間に達した主機等のオーバーホールを実施することによって、信頼性が回復し、
当該主機等を部隊に提供することにより、艦艇の可動率向上に寄与する。

オーバーホール計画に基
づく整備

【活動指標】
オーバーホールを実施し

た主機等の整備台数

主機等を整備するメー
カーに発注し、オーバー
ホールを実施

当該年度に計画している
主機等のオーバーホールの
実施

【成果指標】
当該年度にオーバーホー

ルを実施した主機等の整備
台数

主機等について、オー
バーホールを実施すること
により、艦艇の可動率向上
に寄与することができる態
勢の維持

【成果指標】
オーバーホールを実施し

た主機等の搭載艦艇数

アクティビティ（活動） アウトプット（活動結果） アウトカム（短期) アウトカム（長期)
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（ 参 考 資 料 ）
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１ ガスタービン機関のオーバーホール間隔の延伸
海上自衛隊では、艦艇の可動率の向上及び整備費等の経費削減を図ることを目的として、ガ

スタービン機関のオーバーホール間隔の延伸を実施している。具体的には、運転状態やオー
バーホール時における高温部に晒される部品や高速回転する部品などの衰耗状況などを調査し、
当該部品の寿命予測を始めとする検討などを行ったうえで、延伸の可能性があると判断された
主機等について、目標延伸時間を定め、実艦に装備された状態で当該時間にわたって試行的に
使用し、運転状態及び当該時間後のオーバーホール時における異常の有無を確認のうえ決定し
ている。

※オーバーホール間隔延伸決定までの流れ（イメージ）

異常が無ければ
延伸決定

ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ実施
部品衰耗調査

目標延伸時間
にわたり運転

目標延伸
時間の設定

ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ実施
部品衰耗調査

試 行 期 間

２ オーバーホール間隔延伸決定のプロセスの工夫
平成２６年度からは、オーバーホール間隔延伸の決

定プロセスの期間を更に短くするために、計測器材や
データ蓄積装置を活用し、運転状態での各部温度、圧
力、振動状況などのデータを収集・分析をするととも
に、定期的に潤滑油の性状の分析や内視鏡による内部
点検を行うことにより、当該機器の状態を詳細に監
視・分析する手法を取り入れている。この手法により、
オーバーホール間隔延伸の可否について、従来より早
期かつ長時間の延伸について結論を得ることが可能と
なった。

１ オーバーホール間隔延伸（決定プロセスの工夫）及び経費削減効果
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３ オーバーホール間隔延伸による経費削減効果
（１）経費削減実績

ガスタービン機関の経費削減実績は下表のとおりであり、オーバーホール間隔を延伸する
ことによる経費削減効果は大きい。

（単位：百万円）

機種名 オーバーホール間隔
実施台数
（実績）

削減台数
（実績）

オーバーホール
経費総額

経費削減
（実績）

ＳＭ１Ｃ
当 初 8,000Ｈ 106

30
17,288,468

3,936,590
延伸後 12,000Ｈ 76 13,351,878

ＬＭ２５００
当 初 8,000Ｈ 126

42
24,628,146

8,140,078
延伸後 12,000Ｈ 84 16,488,068

Ｍ１Ａ－２５
当 初 8,000Ｈ 123

36
9,320,511

2,035,200
延伸後 11,000Ｈ 87 7,285,311

５０１－Ｋ３４
当 初 9,000Ｈ 131

36
17,957,363

5,139,077
延伸後 13,000Ｈ 94 12,818,286

平成14年度から令和６年度までの経費削減実績（単位：千円） 合 計 19,250,945
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機種名 オーバーホール間隔
実施台数

（実績＋見込）
削減台数

（実績＋見込）
オーバーホール

経費総額
経費削減

（実績＋見込）

ＳＭ１Ｃ
当 初 8,000Ｈ 266

102
56,443,668

21,556,430
延伸後 12,000Ｈ 164 34,887,238

ＬＭ２５００
当 初 8,000Ｈ 264

98
74,199,678

28,256,062
延伸後 12,000Ｈ 166 45,943,616

Ｍ１Ａ－２５
当 初 8,000Ｈ 378

126
42,657,681

13,801,260
延伸後 11,000Ｈ 252 28,856,421

５０１－Ｋ３４
当 初 9,000Ｈ 262

83
66,454,218

22,168,507
延伸後 13,000Ｈ 179 44,285,711

ＬＭ２５００
ＩＥＣ

当 初 8,000Ｈ 38
4

13,410,086
1,411,588

延伸後 12,000Ｈ 34 11,998,498

Ｍ１Ａ－３５
当 初 10,000Ｈ 161

37
26,431,370

6,074,290
延伸後 12,000Ｈ 124 20,357,080

平成14年度から令和４１年度までの経費削減見込（単位：千円） 合 計 93,268,137

（２）経費削減見込み
総合的な経費削減見込みは下表のとおり。

0

100,000

200,000

300,000

H15H17H19H21H23H25H27H29 R1 R3 R5 R7 R9 R11R13R15R17R19R21R23R25R27R29R31R33R35R37R39R41

当初TBO 延伸TBO

（単位：百万円）
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○ ガスタービン機関（ＳＭ１Ａ及びＳＭ１Ｃ）部品の国産化
オーバーホール毎に使用する輸入部品について、平成２４年度から国産化を行い、平成２６

年度以降のオーバーホールでは国産化された部品を安定使用するとともに、これまでに累計約
１９０．０億円の整備費削減を達成している。

２ ガスタービン機関部品の国産化（リスクの局限）

契約年度 削減額 削減額累計 投入初度費 投入初度費累計

Ｈ24（2012） 0.6 0.6 98.3 98.3

Ｈ25（2013） 0.1 0.7 － 98.3

Ｈ26（2014） 2.4 3.1 12.2 110.5

Ｈ27（2015） 2.3 5.4 － 110.5

Ｈ28（2016） 13.1 18.5 － 110.5

Ｈ29（2017） 8.4 26.9 － 110.5

Ｈ30（2018） 5.8 32.7 － 110.5

Ｒ01（2019） 19.5 52.2 － 110.5

Ｒ02（2020） 18.3 70.5 － 110.5

Ｒ03（2021） 22.3 92.8 － 110.5

Ｒ04（2022） 21.4 114.2 － 110.5

Ｒ05（2023） 32.1 146.3 － 110.5

Ｒ06（2024） 43.7 190.0 － 110.5

（単位：億円）■国産化削減額及び投入初度費実績

国産化品目数 削減率（国産化前価格 ⇒ 国産価格）

１，０３９品目 約４８．６％減

■国産化実績
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○ ガスタービン機関のＰＢＬ導入
部品等の売買及び役務等を必要な都度契約、支払いしてきた従来の維持整備手法から役務の

提供等により得られる成果に主眼を置き、包括的な業務範囲について契約、支払いするＰＢＬ※

方式を令和３年度から一部のガスタービン機種（Ｍ１Ａ－３５型）に適用導入、令和５年度に
適用ガスタービン機種を拡大（Ｍ１Ａ－２５型に適用導入）した。

引き続き、ガスタービン機種及び仕様拡大に向けて検討調整中である。

※装備品等の維持・整備に係る業務について、部品等の売買契約若しくは製造請負契約又は修理等の役務請負契
約の都度、必要な部品の個数や役務の工数に応じた契約を結ぶのではなく、役務の提供等により得られる成果
（可動率の維持・向上、修理時間の短縮、安定在庫の確保等のパフォーマンスの達成）に主眼を置いて、官民の
長期的なパートナーシップの下で包括的な業務範囲について契約を結ぶもの

３ ガスタービン維持整備へのＰＢＬ導入（行政コストの低減）
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１．事業概要

○ 防衛施設は、わが国の防衛力と日米安全保障体制を支える基盤として必要不可欠なものであり、これらは、
演習場、飛行場など用途が多岐にわたるもの。

○ 航空機による頻繁な離着陸、火砲による射撃等の騒音が周辺地域の生活環境に大きな影響を及ぼす場合があ
り、さらにジェット戦闘機等による航空機騒音については、各地で訴訟が提起されている状況である。

○ これらの障害を防止し、又は軽減するため学校、病院等について地方公共団体等が防音工事を行うときは、
国が補助金の交付を行うことによって、関係住民の生活の安定及び福祉の向上などが図られ理解と協力が得ら
れ、ひいては、防衛施設の安定的な使用に寄与する。

【主な活動内容】

自衛隊等の航空機の離陸、着陸等の頻繁な実施により生ずる音響に起因する障害が著しいものを防止、軽減
するため、学校、病院等について地方公共団体等が防音工事を行うときは、予算の範囲内においてその費用の
全部又は一部を補助している。

騒音防止事業（一般防音）
【令和７年度予算額】（歳出ベース）10,785,000千円 （契約ベース）14,323,690千円

吸音材の取付

防音サッシの取付

空調設備の設置

２．論点

① 一般防音事業は、制度創設後約６０年が経過しており、制度創設当時の採択基準の適正性を検証できないか。

② 学校施設の空調設備の設置率が高くなっているところ、学校新設時における空調設備の設置費用を全額補助
することの妥当性を検証できないか。

③ 一般防音事業の採択にあたり、騒音測定方法は1施設ごとに１週間程度、地方防衛局職員が張り付いて測定
しているが、効率的な測定方法を検証できないか。 11



３．ロジックモデル

現状・課題

防衛施設周辺では、自衛隊等の航空機の離陸、着陸等の頻繁な実施により、著しい音響
が生じる可能性がある環境となっている。

その中で、学校や病院など、その事業を行う上で特に静穏を必要とするものについては、
音響による障害により、授業の中断や患者の療養環境の低下など、事業の継続が困難とな
るおそれがあるため、特に静穏を必要とする施設については防音工事の必要が生じる。

インパクト
（事業の目的）

防衛施設は、演習場、飛行場など用途が多岐にわたり、航空機による頻繁な離着陸、火砲
による射撃等の騒音が周辺地域の生活環境に大きな影響を及ぼす場合があることから、これ
らの音響障害を防止し、又は軽減するため、学校、病院等について地方公共団体等が防音工
事を行うときに、防衛省から補助金の交付を行うこととなっている。当該補助金の交付によ
り、関係住民の生活の安定、福祉の向上などが図られ、防衛省・自衛隊に対する理解と協力
が得られ、ひいては、防衛施設の安定的な使用に寄与する。

防音工事の補助の実施

【活動指標】
事業実施件数

学校、病院等について地方公
共団体等が防音工事を行うとき
は、予算の範囲内においてその
費用の全部又は一部を補助

音響障害の防止又は軽減によ
り、関係住民の生活の安定及び
福祉が向上

【成果指標】
防音工事を実施した施設利用

者へのアンケートにおいて、
「防音工事の効果があった」と
回答した施設利用者数の割合

アクティビティ（活動） アウトプット（活動結果） アウトカム（長期)
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（ 参 考 資 料 ）
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参照条文

防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律（昭和４９年法律第１０１号）（抄）

（目的）
第一条 この法律は、自衛隊等の行為又は防衛施設の設置若しくは運用により生ずる障害の防止等のため防衛施設周辺地域の生活

環境等の整備について必要な措置を講ずるとともに、自衛隊の特定の行為により生ずる損失を補償することにより、関係住民の
生活の安定及び福祉の向上に寄与することを目的とする。

（障害防止工事の助成）
第三条 （略）
２ 国は、地方公共団体その他の者が自衛隊等の航空機の離陸、着陸等のひん繁な実施その他政令で定める行為により生ずる音響

で著しいものを防止し、又は軽減するため、次に掲げる施設について必要な工事を行うときは、その者に対し、政令で定めると
ころにより、予算の範囲内において、その費用の全部又は一部を補助するものとする。
一 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第一条に規定する学校
二 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第一条の五の一項に規定する病院、同条第二条第一項に規定する助産所
三 （略）

防衛施設の生活環境の整備等に関する法律施行令（昭和４９年政令第２２８号）（抄）

（障害防止工事の補助の割合）
第二条 法第三条第一項の規定による補助の割合は、十分の十とする。ただし、障害の発生が法第二条第一項に規定する自衛隊等

（以下「自衛隊等」という。）以外の者の行為にも帰せられるとき、又は補助に係る工事が補助を受ける者を利することとなる
ときは、それぞれその帰せられ、又は利する限度において、防衛大臣の定めるところにより、補助の割合を減ずるものとする。

２ 前項ただし書の規定により補助の割合を減ずるに当たつては、当該工事につき法第三条第一項の規定の適用がないものとした
場合の国の負担又は補助に係る割合を下らないものとする。

（防音工事の補助の割合）
第六条 第二条の規定は、法第三条第二項の規定による補助の割合について準用する。この場合において、第二条第一項ただし書

中「行為」とあるのは、「行為（法第十九条の規定により自衛隊等の航空機の離陸及び着陸とみなされるものを除く。）」と読
み替えるものとする。
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参照条文

防衛施設周辺防音事業補助金交付要綱（平成２０年 ３月３１日 防衛省訓令第２７号）

別表第２（第５条関係）
１ （略）
２ 適用基準
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防衛セキュリティゲートウェイの整備
【令和７年度予算額】（歳出ベース）10,199,618千円

１．事業概要

○ 令和４年１２月に策定された国家防衛戦略及び防衛力整備計画においては、いわば防衛力そのものといえる
防衛生産基盤の強化の取り組みの一環として、サイバーセキュリティ強化が規定されている。

○ 本来これは、防衛生産基盤を構成する防衛関連企業がそれぞれ強化策を講じることで結果として基盤全体の
強化となることがあるべき姿であるが、企業によっては、費用や人材の観点からすぐに強化策を講じることが
困難な場合もあるため、国において本事業として官民共通的な基盤を構築し、この利用を促進することで結果
として早期に防衛生産基盤のサイバーセキュリティ強化を図ることを企図したものである。

○ 加えて、調達に関する行政文書の電子化推進の観点から、防衛省が行う防衛装備品の調達に関しても、発注
者である防衛省と受注者である防衛関連企業との間で、保護すべき情報を含む電子データを安全かつ効率的に
共有することへのニーズが高まっているため、これらに一括して対応する観点から、必要なシステムセキュリ
ティを備えた通信基盤である防衛セキュリティゲートウェイ（Defense Security Gateway 以下「DSG」と
いう。）を整備した。

（防衛セキュリティゲートウェイのイメージ）

【主な活動内容】

○ DSGは令和６年３月から運用を開始し、令和５年度
は３社、令和６年度は４７社の加入となった。また、
加入企業において、契約上指定される「保護すべき情
報」をDSGにより取り扱う事業が１０５事業に及ぶな
ど、着実に利用が進んでいる。

○ これは、説明会やホームページ等を通じたDSGの知
名度向上に努めた成果が現れていると考えられ、今後
も引き続き、加入及び利用拡大のための取り組みを推
進する。
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２．論点

① DSGの加入促進のため、これまで、各種説明会の実施やホームページへの関連情報の掲載といった知名度向
上のための取り組みを行うほか、提供するサービスを充実させることにより利用の利便性向上を図り、魅力化
（＝利活用したくなる）する取り組みを行っているが、これらのほか、加入企業の増加のため、既存の取り組
みの深化や新たなアプローチなど、更なる取り組みを検討すべきではないか。

② DSGは現在、保護すべき情報を含めた情報共有の機能のみを有しているところ、利用促進の観点から、例え
ばコミュニケーション、プロジェクト管理、掲示板等、情報管理以外の利便性やセキュリティの向上につなが
るサービスの導入を検討しているが、これら以外に、考えられる利用促進のための追加サービスやサービス以
外の実務上の取り組みについて検討すべきではないか。

③ DSGは「保護すべき情報」を取り扱うため、装備品等及び役務の調達における情報セキュリティ基準に準拠
した取扱施設内で利用する必要がある。そのため、取扱施設の確認や回線の敷設、各種設定等、加入完了まで
に約３～６か月程度の時間を要し、すぐに利用ができない状況がある。また、契約毎に、企業が当該契約事業
の中でどのような場面、頻度でDSGを活用するか等が様々であり、利用ニーズや利用形態に応じたより迅速か
つ効率的な利用について検討すべきではないか。
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３．ロジックモデル

①各種説明会の実施及
びホームページに事業
に関する情報を掲載。

【活動指標】
・説明会開催回数
・ホームページの閲覧
数

①事業の知名度の向上
を図るための広報活動
を実施。

①説明会等に加え、加
入が見込まれる企業に
対する知名度向上。

【成果指標】
保護すべき情報の取

り扱いが見込まれる企
業に対する個別の広報
活動の実施数

①➁加入企業の増加。

【成果指標】
保護すべき情報を取

り扱う契約の受注企業
数に対する加入企業数

①②継続的な加入企業
の増加及び利用の促進。

【成果指標】
・保護すべき情報を取
り扱う契約の受注企業
で、DSG利用を希望す
る企業の加入割合
100%
・加入企業数に対する
利用企業数

②アンケートにより意
見要望を把握し、利便
性向上のためのサービ
ス機能を付加。

【活動指標】
・意見要望数
・サービス提供事業者
への付加すべきサービ
スの提案数

②サービスの付加/改善
及び付加/改善した
サービスの利便性向上。

【成果指標】
・有効な意見要望に対
する実現割合
・付加サービスに対す
る「満足」の回答割合
80％

②利用者のDSG全般に
対する満足度の向上。

【成果指標】
アンケートにおける

「満足」の回答の割合
80％

現状・課題

防衛生産基盤におけるサイバーセキュリティ強化の取り組みについては、官民共通的な
基盤を構築し、当該基盤の利用の促進を図るとともに、発注者である防衛省と受注者であ
る防衛関連企業との間で、保護すべき情報を含む電子データを安全かつ効率的に共有する
ことが求められることから、ＤＳＧを整備・普及する必要がある。

インパクト
（事業の目的）

DSGでは、契約上指定される「保護すべき情報」を取り扱うため、装備品等及び役務の
調達における情報セキュリティ基準に準拠したシステムセキュリティを実装している。そ
のため、保護すべき情報を取り扱う契約相手方との間で本基盤の利用促進を図り、防衛生
産基盤のサイバーセキュリティ強化に寄与する。

➁サービスの魅力化に
繋がる利便性向上の取
り組みを実施。

アクティビティ
（活動）

アウトプット
（活動結果）

アウトカム
（短期)

アウトカム
（中期）

アウトカム
（長期)
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（ 参 考 資 料 ）
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国家防衛戦略（令和4年12月16日閣議決定）Ⅶ_1_防衛生産基盤の強化

（前略）
さらに、防衛産業のサプライチェーンリスクに対応するとともに、国際水準を踏まえたサイバーセキュ

リティを含む産業保全を強化し、併せて機微技術管理の強化に取り組む。
（後略）

防衛力整備計画（令和4年12月16日閣議決定）Ⅸ_1_防衛生産基盤の強化

（前略）
様々なリスクへの対応や防衛生産基盤の維持・強化のため、製造等設備の高度化、サイバーセキュリ

ティ強化、サプライチェーン強靱化、事業承継といった企業の取組に対し、適切な財政措置、金融支援等
を行う。
（中略）

サイバー攻撃を含む諸外国の情報活動等からの情報保護は、防衛生産及び国際装備・技術協力の前提で
あり、防衛産業サイバーセキュリティ基準の防衛産業における着実な実施、防衛産業保全マニュアルを策
定・適用するための施策を講じるとともに、産業保全制度の強化を行う。また、特許出願非公開制度等の
経済安全保障施策と連携した機微技術管理を実施する。
（後略）

国家防衛戦略等におけるサイバーセキュリティ強化の規定

20



・DSGの概要

・加入手続き／利用手続きの流れ

・各種文書様式一覧

・よくある質問

・問い合わせ先

・DSG操作イメージ

・ご意見／ご要望窓口

防衛装備庁ホームページに掲載しているDSG公開資料等

これから利用する方向けの操作イメージ

手続きの流れ

DSG特設サイトを防衛装備庁ホームページ内で公開しており、DSGの利用を検討している企業等の担
当者に対して、DSGを利用する前と利用した後の効果をわかりやすく説明するとともに、加入、利用
の各種手続きの流れについて必要な書類とともに掲載している。

また、システム操作イメージも掲載し、慣れていない方でもシステム操作をイメージしやすいように
考慮した。

特設サイトトップページ

【特設サイトのコンテンツ】

URL：
https://www.mod.
go.jp/atla/dsg.html

特設サイト
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DSGの加入と利用の流れ（公開資料から抜粋）

DSGを利用するためには、「加入」と「利用」の申請が必要です。

加入 セキュリティが担保された環境の整備をし、官側の確認を受けること（初回のみ）

利用 情報セキュリティ特約条項付の契約に紐づいた申請を行い、官側より承認を受けること
（利用の都度）

# 作業項目 20xx年
yy-4月

20xx年
yy-3月

20xx年
yy-2月

20xx年
yy-1月

20xx年
yy月

20xx年
yy+1月

1 加入申請書提出
A 取扱施設の整備
2 官側事前現地確認
3 回線業者現場調査
4 付帯工事・回線業者再現場調査（必要な場合）
B 防衛装備庁が指定する仕様の機器等を準備
5 回線工事・ONU設置・通信ルータ設置
6 利用端末セットアップ
7 静脈認証登録（保護システム管理者）
8 DSG接続確認（疎通確認）
9 官側最終現地確認
10 加入完了
11 利用申請書提出
12 アカウント受領・静脈認証登録
13 利用開始

＜凡例＞
#1～13は作業の流れ、A及びBは
企業内における準備項目です。

加入

利用

「加入」には、相応の時間を要します。利用したい時期を見据え、計画的に加入の手続き
を進めてください。

#1とAは順不同。
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メール, 31, 22%

チャット, 27, 19%

Web会議, 34, 24%

IaaS,

11, 8%

文書管理,

12, 8%

サテライト,

6, 4%

海外,

11, 8%

やや理解でき

た, 3, 11%
やや理解でき

なかった, 2, 
7%

理解できた, 22, 82%

公開資料によるDSGの理解

■基本情報

＜アンケート対象＞
• 防衛省職員：40人
• 加入済み企業：33社
• 加入予定企業：45社

＜回答数・回答率＞
• 防衛省職員：27件（67.5%）
• 加入済み企業：27件（81.8％）
• 加入予定企業：27件（60.0%）

＜実施期間＞
• 2024年12月～2025年1月

追加機能の要望（加入企業）

DSGを利用する官民関係者にアンケート調査を実施。

現在、保護すべき情報を含む情報共有の機能のみを有するDSGに対する追加機能の要望や、特設サイ
トで公開している各種資料の理解度などを調査し、今後の検討に活用。

・追加機能の要望としては、メールやチャットといった
コミュニケーション機能に関するものが多かった

・特設サイトに掲載している公開資料に関する理解
度は高かったが、やや理解できないという声も

アンケートの結果による要望等
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戦略的コミュニケーション
【令和７年度予算額】（歳出ベース）272,173千円 （契約ベース）360,806千円

１．事業概要

○ 我が国を取り巻く安全保障環境が厳しさを増している中、我が国にとって望ましい安全保障環境を平素から
創っていくための取組の一環として、ＳＮＳなどの各種媒体を使用した国外に向けた情報発信を「戦略的コ
ミュニケーション」※（Strategic Communication）として実施し、発信する情報を正確かつ広範に認識させ
る重要性は増大している。このような背景から、防衛省・自衛隊においても、戦略的コミュニケーションとし
て各種訓練やハイレベル交流の機会等をＳＮＳや省ＨＰ等で国外へ向けて情報発信をしてきたところである。

※ 戦略的コミュニケーション（外交・安全保障政策の達成に向けて、言葉や行動、シンボルやイメージなどを意図的かつ総合
的に用い、対象とする相手の行動を変更せしめるべく作用を促す手段。）※青井千由紀教授著「戦略的コミュニケーションと
国際政治」

○ 防衛省・自衛隊の情報発信の取組強化の一環として、部外力を活用し、主に以下の取組を実施

【主な活動内容】

① 防衛省・自衛隊による情報発信に対する民間業者からのコンサルティング

防衛省・自衛隊の情報発信において、民間業者の知見を活かし、現状の防衛省・自衛隊による情報発信
の効果を分析・評価して、より効果的な情報発信になるように、活用すべき媒体や発信手法について、コ
ンサルティングしてもらい、国外へ向けた発信力を高める。

② 各国・地域専門家を招いてのセミナーの開催

効果的な情報発信の内容を考えるにあたっては、情報の受け手となる様々な国・地域の特性や歴史等を
理解する必要があることから、各国・地域の専門家によるセミナーを定期的に実施することで、それらの
国や地域に関する知見を高める。
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３．ロジックモデル

民間業者及び有識者からの
指摘や助言を反映し、効果的
な情報発信となる。

【活動指標】
公表回数、HP掲載数等

民間業者からの意見や有識
者からの各国・地域の専門的
な特性に係る知見等、防衛
省・自衛隊の発信力向上に向
けた助言を受ける。

防衛省・自衛隊の情報発信
力及び内容に対する印象が改
善され、情報発信の受け手か
ら第３者への拡散がより期待
できるようになる。
【成果指標】

HP、SNS等の閲覧数

防衛省・自衛隊による情報
発信がより正確かつ広範に各
国・地域で認識されることと
なり、我が国に対する理解と
信頼を示す国・地域が増える。

現状・課題

防衛省・自衛隊は、戦略的コミュニケーションを政府一体及び同盟国等とともに充実・強
化するに当たり、ＳＮＳ、ＨＰ等において各種訓練やハイレベル交流など様々な情報発信を
国外に向けて行っている。我が国の立場などの情報を正確に伝えるほか、世界情勢の急速な
変化に対応すべく、民間企業や国外・関係機関からの知見等を活用した上で情報発信をする
ことが必要である。また、より効果的な情報発信を実施するため、現状の情報発信の効果を
踏まえて、常に改善していく必要がある。

インパクト
（事業の目的）

防衛省・自衛隊が実施する様々な活動を国外に正しく効果的に伝える観点から、現状の情
報発信の効果や課題に関して、民間企業や有識者からの意見を活かし、より効果的に各国・
地域から受容されやすい情報発信となるように知見の収集を行うもの。

２．論点

① 令和７年度の取組として、国外へ向けた発信手法等に関する民間部門の最新のノウハウ・知見を踏まえて防
衛省・自衛隊の発信力の向上を図る予定であるが、特に防衛省・自衛隊のＳＮＳや省ＨＰ等はまだまだ改善の
余地があるところ、今後、どのように防衛省・自衛隊の発信力を向上させるべきか。

② 現状として発信内容を検討する際の一助として各国・地域の専門家から助言を得ることを念頭に置いている
が、民間の発信戦略の手法（広告等）の助言を受けることも検討すべきか。

③ 情報発信においては、客観的な効果の測定が難しいところ、防衛省・自衛隊による発信に対する閲覧数以外
に活用しうる指標はあるか。

アクティビティ（活動） アウトプット（活動結果） アウトカム（短期) アウトカム（長期)
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（ 参 考 資 料 ）
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【発信力の向上に向けた部外委託業者からのアドバイス（一例）】

・効果的なハッシュタグの使用
⇒「#FOIP」→「#FreeandOpenIndoPacific」、同志国等との連携を示すハッシュタグの設定

・一般の人に伝わる説明内容
⇒発信内容については、ターゲットとする地域の特性を踏まえ、一般の人の興味も引くように、そ
の取組の必要性や装備品等の特徴などの説明をするなどの記載の工夫をする（事例１、２）

・例年実施している共同訓練等については、前回の取組を振り返り的に発信
⇒共同訓練といったメッセージ性が強く、発信力の強い取組は、取組の実施前に前回の取組の動
画等を発信する（令和６年８月実施の日伊共同訓練（ライジングサン）において、前回動画（戦闘機
の飛来動画）を使用して、高い反応を得た）

・メンション発信の活用
⇒情報発信の際に相手国・軍にメンションを行うとともに、防衛省発信に対しての外国政府・軍関
係者からのメンション発信に対するリポストで拡散を図る

ウクライナへ支援を行った事実のみならず、同国に対
する支援の必要性や我が国の立場をあわせて発信する
と、なお良い。
【改善例】

⇒ 以下の文言を記載
・ロシアによるウクライナ侵略は、国際秩序の根幹を
揺るがすものであり、断じて認められない。
・我が国は、国際社会と結束し、断固たる決意で対応
している。

【改善例】
「スナク英首相が、F-35Bを搭載できる多目
的護衛艦「いずも」（@jmsdf_pao_eng）を
視察した」
“PM Sunak toured JS Izumo, 
@jmsdf_pao_eng multi-purpose destroyer 
which can accommodate F-35B fighters.”

⇒「いずも」の性能についての説明を記載

＜事例１＞ ＜事例２＞

戦略的コミュニケーション強化のための調査・研究に係る部外委託について
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【部外委託業者による発信力強化のためのセミナー】
一般隊員でも比較的容易に動画作成等が可能な
ツール等を紹介してもらい、使用方法等について、
省内広報担当者等にセミナーを行い、撮影技術の
改善提案を受けた。

【改善提案の一つとして、部外委託業者に動画作成を依頼】
国外に対して、より訴求力の高い動画を作成、高い評価を得た。

28

戦略的コミュニケーション強化のための調査・研究に係る部外委託について
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≪国全体の防衛体制の強化≫
力による一方的な現状変更やその試みを抑止するとの意思と能力を示し続け、相手の行動に影響を与えるた

めに、ＦＤＯ としての訓練・演習等や、 戦略的コミュニケーション（ＳＣ）を、政府一体となって、また同
盟国・同志国等と共に充実・強化していく必要がある。 29

平成３１年度以降に係る防衛計画の大綱（平成30年12月18日策定）（抜粋）
≪総合的な防衛体制の構築≫

我が国が有するあらゆる政策手段を体系的に組み合わせること等を通じ、平素からの戦略的なコミュニケー
ションを含む取組を強化する。

≪平素からグレーゾーンの事態への対応≫
積極的な共同訓練・演習や海外における寄港等を通じて平素からプレゼンスを高め、我が国の意思と能力を

示すとともに、こうした自衛隊の部隊による活動を含む戦略的なコミュニケーションを外交と一体となって推
進する。

国家安全保障戦略（令和4年12月16日策定）（抜粋）
≪自由で開かれた国際秩序の維持・発展と同盟国・同志国等との連携の強化≫

同盟国・同志国間のネットワークを重層的に構築するとともに、それを拡大し、抑止力を強化していく。そ
のために、日米韓、日米豪等の枠組みを活用しつつ、オーストラリア、インド、韓国、欧州諸国､東南アジア
諸国連合（ＡＳＥＡＮ）諸国、カナダ、北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）、欧州連合（ＥＵ）等との安全保障上
の協力を強化する。具体的には、二国間・多国間の対話を通じた同志国等のインド太平洋地域への関与の強化
の促進、共同訓練、情報保護協定・物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）・円滑化協定（ＲＡＡ）の締結、防衛
装備品の共同開発、防衛装備品の移転、能力構築支援、戦略的コミュニケーション、柔軟に選択される抑止措
置（ＦＤＯ）等の取組を進める。

≪我が国の安全保障のための情報に関する能力の強化≫
偽情報等の拡散を含め、認知領域における情報戦への対応能力を強化する。その観点から、外国による偽情

報等に関する情報の集約・分析、対外発信の強化、政府外の機関との連携の強化等のための新たな体制を政府
内に整備する。さらに、戦略的コミュニケーションを関係省庁の連携を図った形で積極的に実施する。

国家防衛戦略（令和4年12月16日策定）（抜粋）



２．論点

① 安全保障分野におけるＡＩの活用については様々なリスクも伴うが、防衛省としてＡＩをどのように導入・
活用していくべきか。 

② ＡＩ導入・活用の向上を推進するため、ＡＩに知見を有する人材の確保・育成が必要であるが、防衛省と
してどのような施策を講じていくべきか。 

③ 上記の論点①及び②を踏まえ、本事業に係る活動指標・成果指標の設定は適切か。

ＡＩ導入推進
【令和７年度予算額】（歳出ベース）118,095千円 （契約ベース）118,095千円

１．事業概要

○ 民間では、ＡＩに関連した技術革新が進行。防衛省においてＡＩの活用を推進する上で、その知見を取り込
むことが重要。

○ 他方、ＡＩには、一定の誤りが含まれることにまつわる信頼性の懸念や、学習データの偏りなどに起因する
バイアスなどの課題やリスクがともなうとの指摘あり。

○ ＡＩの課題やリスクを把握しつつ、適切に活用するため、知見を有する部外の者から、防衛省におけるＡＩ
の活用に係る助言等を得た上で、防衛省ＡＩ活用推進基本方針を令和６年7月に策定した。

○ また、課題を把握しつつ、防衛省・自衛隊におけるＡＩ導入を推進するため、ＡＩの知見を有する部内人材
の教育を行う。

AI導入推進アドバイザー役務AI導入推進アドバイザー役務

１．諸外国の軍事
AIの動向

１．諸外国の軍事
AIの動向

２．AI活用に関する政策支援
３．内部部局・各幕・装備庁等のAI活用事業（7分野）
２．AI活用に関する政策支援
３．内部部局・各幕・装備庁等のAI活用事業（7分野）

民間でのAI開発経験
の知見
民間でのAI開発経験
の知見

調査

企画立案支援

【主な活動内容（令和２年度から事業開始）】

○ ＡＩ導入推進に係るアドバイザー役務
・ 諸外国のＡＩ導入に関する政策等の調査
・ ＡＩの活用方針への助言等
・ ＡＩ導入事業の管理に係る助言

○ ＡＩに係る部外委託研修の実施
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３．ロジックモデル

現状・課題

インパクト
（事業の目的）

国内外の民生分野において急速にＡＩ関連の技術が進展する中、防衛省としてＡＩの導入・活
用を推進していくため、民生分野の知見を取り込んでいくことが重要となっている。

他方、ＡＩには一定の誤りが含まれることによる信頼性の懸念や、学習データの偏りなどに起
因するリスクが伴うとの指摘があることから、ＡＩに係る動向や課題を適切に把握しつつ民間の
技術的知見を取得していくこと等が重要であり、併せて、ＡＩの導入・活用を推進する体制を支
える部内人材を育成していく必要がある。

①ＡＩ導入等に対してＡＩ導
入推進アドバイザーの支援

①ＡＩ導入推進アドバイザー
による支援

【活動指標】
助言等を受けた件数

①ＡＩ導入推進アドバイザーの
助言によるＡＩ導入事業の確
実な執行

【成果指標】
単年度のＡＩ導入事業の執行

件数

②ＡＩに係る部外委託研修 ②ＡＩに係る部外委託研修

【活動指標】
研修の受講者数

②ＡＩに係る部外委託研修にお
ける受講者に対する受講結果
のアンケート調査

【成果指標】
受講者の知識・技能の向上率

31

アクティビティ（活動） アウトプット（活動結果） アウトカム（短期) アウトカム（長期)

ＡＩの導入・活用の拡大及びそれを支える体制の強化を通じて防衛力整備計画の７つの主要
事業（スタンド・オフ防衛能力、統合防空ミサイル能力、無人アセット防衛能力、領域横断作
戦能力、指揮統制・情報関連機能、機動展開能力・国民保護、持続性・強靭性）を中心とした
防衛力の強化を加速する。

①防衛省AI活用推進基本方針
が掲げる７分野を中心にＡ
Ｉの導入・活用を拡大

②ＡＩの導入・活用を推進す
る体制を強化



（ 参 考 資 料 ）
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防衛省ＡＩ活用推進基本方針（概要）
令和６年７月、防衛省として初めて、ＡＩ活用推進の羅針盤となる基本方針を策定
基本方針は、第１部「基本方針策定の背景と目的」、第２部「ＡＩの活用分野と方向性」、第３部「ＡＩ活用推進に向
けた取組」から構成
国内・国外で行われている最新の議論を参考に、ＡＩの活用分野、ＡＩの利用に伴うリスクへの対応、データ基盤の構築、
ＡＩ・データ人材の確保・育成、研究開発など、幅広い事柄について防衛省の考え方を示すもの

第１部 第２部 第３部Ends Ways Means

ＡＩは、科学技術の急速な進展
による安全保障の在り方の根本的
な変化や、人口減少と少子高齢化
という、我が国が直面する課題を克
服する技術の一つとなる可能性

・ 防衛省内でＡＩを活用する取組の
戦略性や一貫性を担保
・ データや人材という資源について、
組織の垣根を越えて共通化
・ 国民の理解を背景とする行政や、
他国との協力・連携を推進
・ 部外の企業や研究機関等との円
滑な協力関係を構築

ＡＩの活用に当たっては、まずは人間が
具体的な課題を特定し、その課題克服の
ためにＡＩを役立てることができるか検討
するというプロセスが重要
・ 以下の７分野で重点的にＡＩを活用
① 目標の探知・識別
② 情報の収集・分析
③ 指揮統制
④ 後方支援業務
⑤ 無人アセット
⑥ サイバーセキュリティ
⑦ 事務処理作業の効率化

・ ただし、ＡＩの活用を上記７分野に
限定する趣旨ではなく、まずは試行して
みることも重要
・ ＡＩが行うのは人間の判断のサポー
トであって、その活用に当たっては人間の
関与を確保

「ＡＩ事業者ガイドライン」で示されている、
人間中心、安全性、公平性等の考え方を
参考としつつ、国際社会での議論にも注意
を払い、ＡＩがもたらすリスクの低減に取
り組む

■データ基盤の構築

■ＡＩ・データ人材

■研究開発

■教育・研究機関との協力関係を拡大・深化
■各国との協力・連携を推進
■ＡＩ軍備管理・ＡＩ倫理

■他の先端技術と生成ＡＩ

策
定
の
背
景

策
定
の
目
的

・ 「データが任務遂行に不可欠な戦略ア
セットである」との意識を涵養
・ 共有が必要なデータを特定し、データ
フォーマットを標準化

・ ＡＩ関連業務を隊員のみで処理するの
は非現実的、民間のＡＩ・データ人材に
積極的にアプローチ
・ 内部育成の面では、人材ニーズに適した
ＡＩ講座の受講を促進

・ 国際的な議論の文脈で表明している一
連のコミットメントの具体化に向け、ガイドラ
インを策定

・ 国際的な議論に積極的かつ建設的に貢献

・ ＡＩを支えるインフラとなる可能性のある
先端技術について、必要に応じ導入を検討
・ 生成ＡＩについては、できる限りリスクを低
減することを重視しつつ、導入に取り組む

Ａ
Ｉ
の
機
能
と
限
界

活
用
分
野

リ
ス
ク
へ
の
対
応

【参考】
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